
No1

目
的

①

②

③

④

①

②

③

④

⑤

施策分析シート（平成26年度）

施策No 04-04
部課名 教育委員会事務局学務課
課長名 佐藤

指標の推移

指標の推移

内科健診受診者数／在籍者数
学校保健統計書より

（未処置歯本数＋喪失歯本数＋処置歯
本数）／受診者数

指標に関する質問文

内線 3330

関連部課名

行政評価
事業体系

分野

政策

Ⅱ 子育て教育都市

04

施策名 学校における健康・体力づくり

心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成

お子さんが規則正しい生活習慣を身につけていると思いますか？

小中学校・幼稚園における児童生徒・幼児の健康保持及び安全管理を確保し、学校教育の円滑な実
施に資するとともに、全小中学校において完全給食を実施し、児童生徒の健康の増進と栄養の改
善、食育の推進を図る。
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幸福実感指標名
23年度 24年度 25年度

規則正しい生活習慣の習得度 3.64

99.26 99.08 99.25

12歳における平均う歯数（本） 1.32 1.03 0.88 0.80

指標に関する説明
23年度 24年度 25年度

26年度
見込み

目標値
(28年度)

施策の成果とする指標名

0.70

100内科健診（結核）受診率（％） 97.90

学校保健委員会設置校／３４校

管理栄養士配置率（％） 38.88 55.56 50.00 55.56 100
非常勤管理栄養士／非常勤栄養士配置
校

100 100 100 100学校保健委員会設置率（％） 100

施策の分類
分類についての説明・意見等

26年度 27年度

推進 推進
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析
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《今までの成果及び指標分析を踏まえて》
○　子どもの健康診断における健康状態の把握に加え、健康づくり部門とも連携を図りながら、学
齢期における子どもの健康づくりに取り組んでいく。
○　学校給食における食育の推進や安定的な給食運営の実現に資するべく、老朽化した給食備品の
計画的な更新や食の安全への配慮など学校給食の充実に努める。また、平成２５年１０月に策定し
た「荒川区学校給食における食物アレルギー対応指針」に則り、各学校とともに事故防止に徹底し
て取り組んでいく。
○　う歯予防を図るため、歯磨き指導及び学校での歯磨きを促進するための環境整備に努める。

○　就学時健康診断、児童生徒健康診断、学校医・学校歯科医・学校薬剤師の配置は、学校保健安
全法により教育委員会に実施義務がある事業である。学校、教育委員会で把握した情報について
は、適宜保護者と連携して、健康診断の結果に基づく適切な対応を講じる必要がある。
○　食材費の高騰や食の安全、給食用備品の老朽化等を考慮しつつ、安定的な給食運営に努める必
要がある。また、学校給食における食物アレルギーの事故防止等に万全を図る必要がある。
○　う歯予防については、早期の健康教育等の対策が重要であり、学校においても歯磨きの慣行を
徹底するなど、生活習慣の向上に向けた取組みが必要である。

児童・生徒が生活の多くを過ごす学校における保健活動の役割は重
要である。法に定める学校設置者としての責任を果たすとともに、
生涯にわたる健康の基盤づくりを推進するうえで、必要な施策であ
る。



No2

26年度 27年度

継続 継続

各学校で組織される学校保健委員会の
上部組織としての役割が期待されてお
り、引き続き補助を継続する必要があ
る。

継続

24年度 25年度

継続

施策を構成する事務事業の分類

事務事業名
事務事業
No

決算額（千円）
施策推進のた
めの分類

分類についての説明・意見等

就学（就園）時健康診断 12-03-02

学校保健会補助 12-03-03 350 350

3,793 3,788
学校保健安全法第１１条により実施す
る義務がある。

12-03-25 39,291 73,164 推進 推進

・関係法令を遵守した学校給食を実施
するための経費である。
・安定的な給食運営とするための対策
を講じる必要があり、優先度は高い。

う歯予防対策 12-03-04 7,974 7,367 推進 推進
「新たな学校歯科保健推進計画」に基
づき、う歯予防事業を推進していく必
要がある。

一般給食事業

重点的
に推進

重点的
に推進

児童生徒数の増加に対応する給食室の
機能増強であり、優先度は高い。

推進 継続

推進 推進

12-03-30 23,050 33,617
重点的
に推進

20,443 0

学校給食の内容充実 12-03-28 30,329 30,223

学校給食備品更新事業

給食室大規模改修に伴う
備品整備

12-03-31

重点的
に推進

学校給食における食育の推進及び食材
費の高騰による保護者の負担増を回避
するため必要である。

給食調理能力を維持する必要があるた
め、優先度は高い。

給食調理能力を維持する必要があるた
め、優先度は極めて高い。

給食用一般備品整備 12-03-29 9,038 7,105

学校給食の実施を担う人材として今後
も配置が必要である。

給食調理業務委託 12-03-27 610,040 603,888 継続 継続
より良い業者の選定に努め、安定して
給食を提供する必要がある。

学校栄養職員報酬 12-03-26 55,867 56,432 継続 継続



児童生徒健康診断 12-03-34 23,649 23,589 継続 継続
学校保健安全法第１３条により実施す
る義務がある。

学校健康会費 12-03-35 10,773 10,946 継続 継続
教育活動における負傷に伴う医療費の
保護者負担を軽減するものであり継続
する必要がある。

12-03-32 84,201 84,293 継続 継続
学校保健安全法第23条の規定に基づ
き、引き続き設置する。

学校保健管理費 12-03-33 10,441 9,224 継続 継続

児童生徒・幼児の体調不良や負傷に対
応する保健室の運営費及び法律に定め
られた環境検査にかかる費用であり、
学校運営上必要である。

合　計 929,239 943,986

嘱託医報酬


